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Ａ．研究目的 

日本では高齢化の進展に伴い、成人におけ

る肺炎球菌感染症の予防は、公衆衛生上の

重要な課題となっている1。肺炎球菌は、高齢

者や基礎疾患を有する成人に対し、侵襲性肺

炎球菌感染症（IPD）および肺炎を引き起こし、

医療費の増加、死亡率の上昇、入院期間の延

長などの社会的・経済的負担を生じさせる

2,3。これらを背景に、費用対効果の観点か

ら、肺炎球菌ワクチン（PCV）の導入戦略を検

討することが求められている。 

本報告書では、23価肺炎球菌莢膜ポリサッカ

ライドワクチン（PPSV23）、沈降15価肺炎球菌

結合型ワクチン（PCV15）、沈降20価肺炎球菌

結合型ワクチン（PCV20）に関する成人対象の

費用対効果研究を収集し、網羅的にレビュー

することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本レビューでは、2018 年から 2024 年に

PubMed に掲載された文献のうち、成人用

PCV に関する費用対効果分析を実施した研

究を対象とした。対象ワクチンは、PPSV23、沈

本レビューは、成人用肺炎球菌ワクチン（PPSV23、PCV15、PCV20）に関する費用対効果分析

18 件を対象に、ワクチン戦略、分析手法、対象集団、割引率、視点、感度分析、小児ワクチン

の間接効果、資金提供の有無などを整理した。PCV20 は多くの研究で従来のワクチンと比較し

て費用対効果が高く、特に 65 歳以上の高齢者に対してはコスト削減と QALY 増加を両立する

ドミナント戦略と評価された。一方で、小児定期接種による間接効果や接種率、ワクチン価格と

いった前提条件により、結果のばらつきも認められた。さらに、製薬企業の資金提供を受けた研

究が過半を占めており、モデル設計への影響も指摘された。今後は、日本固有の疫学・費用デ

ータを活用し、対象集団やアウトカム指標を精緻に設定した経済評価の構築が求められる。 
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降15価肺炎球菌結合型ワクチン（PCV15）、沈

降 20 価肺炎球菌結合型ワクチン(PCV20)とし、

小児のみを対象とする研究は除外した。 

検索・選定された研究について、第一著者、

出版年、国、ワクチン戦略、分析対象集団、モ

デリング手法、分析期間、割引率、分析の視

点、感度分析、小児ワクチンプログラム影響の

考慮、研究資金提供者、アウトカム指標、増分

費用、増分効果、増分費用効果比（ICER）を

抽出した。さらに、各研究における費用対効果

分析上の限界点についても確認した。 

 

（倫理面への配慮） 

 公表文献のレビューであり、倫理的な問

題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

18 件の費用対効果の文献が収集された。

（表１、表 2）。 

研究の発表年は 2022 年から 2024 年であり、

最も多い発表年は 2024 年（7 件）、次いで

2023 年（8 件）、2022 年（3 件）であった。 

研究の実施国は多岐にわたり、米国が最も多

く 5 件（Altawalbeh 2023、Rosenthal 2023、

Smith 2024、Wateska 2022・2024）を占め、次

いで日本（Hoshi 2022、Nakamura 2024）、英国

（Danelian 2024、Mendes 2024）が各 2 件、その

他、スペイン、オランダ、ギリシャ、韓国、ノルウ

ェー、ベルギー、デンマーク、アルゼンチン、イ

タリアの計 12 か国から報告されていた。 

 

以下に、レビュー対象研究における主要な比

較項目を示す。 

 

(１) ワクチン戦略 

すべての研究において、PCV20 が分析対象

に含まれていた。比較対象は、PPSV23 が 15

件、PCV15（9件）、PCV15＋PPSV23（13 件）、

PCV13＋PPSV（5 件）であった。また、一部の

研究では、PCV20＋PPSV23（3 件）、PCV 21

（1 件）、無接種戦略（8 件）も分析に含まれて

いた。これらのワクチン戦略は、年齢別接種

（50 歳/65 歳、65 歳/75 歳）、基礎疾患保有者

などのリスクベース接種、接種率向上プログラ

ムの有無といった複数のシナリオに基づいて

評価されていた。 

 

(２) 分析方法 

1) 分析対象集団 

18 件中 12 件が 65 歳以上の高齢者を対象と

し、50 歳と 65 歳を対象とした研究が 3 件、18

歳または 19歳から 64 歳の基礎疾患保有者あ

るいは高リスク群を対象とした研究が 6 件あっ

た。 

加えて、年齢階層別（60 歳、70 歳、80 歳、85

歳）に層別解析を行った研究が１件、人種（黒

人・非黒人）別に比較評価を行った研究が 4

件あり、幅広い対象集団に対して費用対効果

が検討されていた。 

  

2) モデリング手法 

18 件中 17件で、マルコフモデル（広義）が用
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いられており、静的マルコフモデル（7 件）、マ

ルコフ遷移型モデル（6 件）、決定木との併用

型（3 件）、多状態マルコフモデル（2 件）、静的

多コホートモデル（2 件）、確率論的コホートモ

デル（1 件）であった。なお、一部の研究

（Hoshi 2022, Wateska 2022・2024）では、複数

のモデリング手法を併用していたため、内訳の

合計は 18 件を超える。 

各研究は、対象集団や疾患進行の特性に応

じて、モデリングアプローチを選択していた。 

 

3) 分析期間 

18 件中 13 件の研究で、分析期間として「生

涯」が設定されており、その多くがモデル上の

最大年齢を 100 歳としていた。ただし、一部の

研究では「生涯」としつつも、年齢上限を 100

歳未満に設定しており、デンマーク（Olsen 

2022）とノルウェー（Malene 2023）の研究では

最大 81 歳、ギリシャ（Gourzoulidis 2023）では

最大 82 歳までの追跡とされていた。 

固定期間を採用した研究では、30 年間

（Hoshi 2022、Danelian 2024）、15 年間（de 

Boer 2024）、10 年間（Cantarero 2023）といっ

た期間が設定されていた。 

 

4) 割引率 

18 件中 11 件の研究で 3％の割引率が使用

されており、その他、3.5％が 3 件、4.5％が 1

件であった。日本の 2 件の研究（Hoshi 2022、

Nakamura 2024）ではいずれも 2％が採用され

ていた。 

また、デンマーク（Olsen 2022）とノルウェー

（Malene 2023）の研究では、分析期間に応じ

て段階的な割引率が設定されていた。具体的

には、デンマークの研究（Olsen 2022）では、0

～35 年目は 3.5%、36～70 年目は 2.5%、71 年

目以降は 1.5%とされており、ノルウェーの研究

（Malene 2023）では、0～39年目は 4%、40～74

年目は 3%、75 年目以降は 2%とされていた。 

さらに、オランダ（de Boer 2024）の研究では

費用に 4%、効果に 1.5%、ベルギー（Marbaix 

2023）では、費用に 3.0%、効果に 1.5%と、費用

と効果の項目ごとに異なる割引率が設定され

ていた。これらは各国の経済評価ガイドライン

に基づいた設定と考えられる。 

 

5) 分析の視点 

18 件中 12 件の研究では、日本の保険者（支

払側）に相当する「医療費支払者」「医療」「医

療システム」「公的保険制度」の視点が採用さ

れていた。これらの研究では、ワクチン費用、

治療費、入院・通院費などの直接医療費のみ

を費用として算出していた。 

一方、社会的視点を採用した研究は 6 件あり、

これらでは直接費用に加えて、労働損失、生

産性低下、介護費用、死亡による経済的損失

といった間接費用も含めた広範な費用が考慮

されていた。特に Altawalbeh 2024 は労働生産

性低下や死亡を伴う逸失利益を、de Boer 

2024 は介護費や早期死亡による社会的損失

を、Nakamura 2024 は就業機会損失や家族介

護負担をそれぞれ費用項目として明示的に加
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味し、直接医療費と併記していた。 

 

6) 感度分析の実施状況 

18 件すべての研究で、何らかの感度分析が

実施されていた。一元感度分析（OWSA）は 13

件、確率的感度分析（PSA）は 17 件、決定論

的感度分析（DSA）は 5 件で実施されており、

多くの研究がこれらの分析を複数併用してい

た。具体的には、OWSAもしくは DSAと PSAの

両方を実施していた研究が15 件、OWSAのみ

が実施された研究は 1 件（Hoshi 2022）であっ

た。 

評価対象としては、ワクチン価格、接種率、ワ

クチン有効性（IPD、NBP）、疾患発生率、死亡

率、割引率、医療費、QALY の効用値、小児

定期接種（NIP）による間接効果の有無などが

含まれていた。特に、小児ワクチンプログラム

の影響を感度分析の主要変数として扱った研

究は複数あり、de Boer 2024、Rey-Ares 2024、

Wateska 2022・2024 では、成人接種戦略の費

用対効果に対する間接効果が検証されていた。 

 

7) 小児ワクチンプログラム（NIP）影響の考慮 

18 件中 13 件の研究において、小児向け肺

炎球菌ワクチン（PCV10、PCV13、PCV15、

PCV20 ） の 導入に よ る 成人への 間接効果

（Herd immunity）が費用対効果分析に反映さ

れていた。これらの研究では、小児接種による

肺炎球菌の市中感染率の低下が成人にも波

及すると仮定し、疾患発生率やワクチンの追

加的効果に補正を加えて評価が行われてい

た。 

特に、de Boer 2024 は、小児で使用されるワ

クチンの種類（PCV10、13、15、20）ごとに異な

る間接効果を考慮した Longitudinal analysisを

実施し、これらが成人における PCV の費用対

効果に与える影響について詳細に検討してい

た。 

また、Wateska 2022 では、小児接種が広く行

われていることを前提とした「高リスク者への接

種推奨（リスクベース）」と「50 歳または 65 歳へ

の全員接種（年齢ベース）戦略」の費用対効果

を比較していた。Wateska 2024でも、成人の接

種率向上策とともに、小児の接種普及による

間接効果をモデルに反映していた。 

一方、残る 5 件（18 件−13 件）の研究では、

成人への直接的なワクチン効果のみを対象と

しており、小児接種の影響は考慮されていな

かった。 

 

(３) 資金提供元と費用対効果評価への影響 

18 件中 10 件が製薬企業からの資金提供を

受けた研究であり、その多くはワクチン製造企

業自身が主導また関与した分析であった。企

業は、自社製品の費用チア効果を評価する目

的で、研究資金の提供に加えてモデリング設

計や解析プロセスにも直接関与していた。残る

8 件は、公的機関（政府機関や公的研究費）ま

たは非営利団体からの資金提供を受けて実施

された研究であった。 

 

(４) 研究の限界点 
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18 件中 13 件の研究で、侵襲性肺炎球菌感染

症（IPD）や肺炎の発症率、ワクチン効果に関

する推定値の不確実性が主要課題として明記

されていた。加えて、ワクチン価格、接種率、

ブースター接種の有無に関する仮定、リアルワ

ールドデータの不足、および小児 NIP の影響

反映の不備なども、結果の一般化可能性に対

する制約として指摘されていた。 

これらの不確実性に対しては、全研究で感度

分析（OWSAや PSA など）を実施し、主要パラ

メータの変動による結果の頑健性が検証され

ていた。  

 

(５) 費用対効果分析結果 

18 件中 14 件の研究で、PCV20 は比較対象

（PPSV23または PCV15＋PPSV23）に対して優

位（ドミナント）または費用対効果が高い戦略と

評価されていた（表 1、表 2参照）。 

そのうち 8 件では、PCV20 はコスト削減と

QALY 増加を同時に達成するドミナント戦略と

されていた（注：Altawalbeh 2023 は黒人集団

に限る）。残る 6 件では、PCV20 の ICERが各

国で設定された閾値内に収まっており、費用

対効果が良好な戦略と評価されていた。 

65 歳以上の高齢者を対象とした研究では、

PCV20 は一貫して良好な費用対効果を示して

おり、50 歳以上や 18〜64 歳の基礎疾患保有

者を対象とした研究においても同様の傾向が

みられた。ただし、高齢者に比べて、これらの

集団では追加される QALY の絶対量や医療

費削減効果は高齢者層に比べてやや小さいと

報告されていた。 

一方、Wateska 2022 は PCV20 を人種別に評

価しており、黒人集団では PPSV23 と比較して

PCV20 がドミナント、非黒人集団では同様の

比較で ICER が閾値内と評価された。Wateska 

2024 では、PCV20 の費用対効果は PPSV23 と

の比較において限定的とされ、PCV20 の相対

的優位性は明確ではなかった。さらに、Smith 

2024 では V116 が PCV20 を上回る費用対効

果を有する戦略と評価された。 

 

Ｄ．考察 

本レビューにより、PCV20 は、既存の成人用

肺炎球菌ワクチン戦略（PPSV23、PCV15、

PCV15＋PPSV23 など）と比較して、費用対効

果の面で一貫した優位性を有していることが

確認された。18 件中 14 件の研究で、PCV20

は比較対象に対してドミナント（コスト削減かつ

QALY 増加）または費用対効果の高い戦略と

して評価されていた。特に 8 件では、PCV20 は

比較戦略に対して明確にドミナントな結果（医

療費削減と健康アウトカムの改善の両立）を示

しており、残る 6 件においても ICER が各国の

閾値内に収まることで、高い費用対効果が確

認されていた。 

PCV20 の経済性が高く評価された主な理由

として、（1）単回接種による実施の簡便さ、（2）

高い血清型カバー率（既存 PCV よりも広範囲

な血清型を対象とする）、（3）65 歳以上の高齢

者集団において特に疾患負荷が大きく、

QALY 損失が顕著であること、が挙げられる。
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また、PCV20 は接種戦略の設計が柔軟であり、

年齢ベースの定期接種からリスクベースの接

種まで、多様な条件下で好成績を示していた。 

しかしながら、これらの費用対効果評価はす

べて一定の前提条件のもとに行われており、

特に以下の要因が評価結果に大きく影響して

いた点には注意が必要である。 

まず、NIP による間接効果（herd immunity）の

影響である。PCV10・13・15・20 などの小児接

種により、肺炎球菌の市中感染率が大きく低

下している国では、成人へのワクチン追加接

種による追加的便益が限定的となる傾向がみ

られた。実際、米国や英国など NIP の普及が

進んでいる国では、成人 PCV20 接種の効果

は相対的に控えめに評価されており、一方で

NIP が限定的または非実施の国では、PCV20

の導入による疾患削減効果がより顕著であっ

た。 

また、ワクチン価格と接種率の仮定も、モデ

ル上の費用対効果に大きく影響することが確

認された。多くの研究が感度分析（OWSA、

PSA、DSA）を通じてこれらのパラメータの不確

実性を検討しており、特に価格が高く設定され

た場合や接種率が低下した場合には、ICER

が閾値を超えるリスクが指摘されていた。 

さらに、対象集団の設定も結果を左右する重

要な要因である。65 歳以上の高齢者において

は、基礎疾患や免疫機能の低下により疾患重

症度が高く、予防効果の便益が大きくなるため、

PCV20がドミナント戦略となるケースが多くみら

れた。一方、50 歳以上や高リスク群を対象とし

た研究では、便益の絶対値がやや小さくなる

傾向があり、それに応じて費用対効果の評価

もやや控えめになる傾向があった。 

加えて、費用対効果評価における資金提供

元の影響にも留意する必要がある。本レビュー

で対象とした 18 件のうち、過半数にあたる 10

件が製薬企業からの資金提供を受けて実施さ

れており、特にPCV20の製薬企業が直接関与

した研究が含まれていた。これらの研究では、

企業が保有する詳細な製品データや臨床試

験結果を用いたモデルが構築されており、精

微な分析が可能である一方で、バイアスの可

能性についても中立的な視点からの検証が求

められる。残る 8 件は公的資金や独立系研究

機関によるものであり、今後の政策立案におい

ては、これらの多様な立場からのエビデンスを

比較検討し、バランスの取れた意思決定が必

要である。 

以上を踏まえると、PCV20 は多くの条件下で

高い費用対効果を示すことが確認されたもの

の、評価結果はモデルの設計・仮定・対象集

団によって変動しうることから、単一の ICER値

での判断には限界がある。したがって、政策判

断に際しては、これらの要素を踏まえた包括的

かつ国別・制度別に適応された評価が必要で

ある。特に日本のような小児 PCV の接種が定

着している国では、追加接種の意義やターゲ

ット集団の選定について、さらに精緻な検討が

求められる。 

本レビューにより、PCV の費用対効果に関す

る多くの知見が得られた一方で、日本におけ
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る制度設計や政策判断に資する分析をさらに

進めるためには、以下の課題への対応が求め

られる。 

１． 日本固有の疫学・費用データの整備 

現時点での多くの研究は、米国 CDC や欧州

諸国の疫学・費用データを前提にしており、日

本の実態に即したモデル設計は限られている。

日本独自の医療制度や疾患構造を反映した

分析を実現するためには、国内の感染症サー

ベイランスデータ、医療・介護レセプト、地域疫

学調査などの基盤データを整備・活用すること

が不可欠である。 

２． 中長期的な効果を反映できるモデル構造

の検討 

ワクチンによる免疫効果の持続、血清型置換、

集団免疫の進展など、時間経過に伴うダイアミ

クスを取り込むには、静的モデルだけでなく、

動的モデルやハイブリット型モデルの適応も視

野に入れる柔軟な対応が期待される。 

３． 年齢別便益評価の強化 

特に、高齢者を対象とする場合、労働生産性

損失の回避ではなく、介護負担軽減、健康関

連 QOL の向上、生活支援ニーズの減少とい

った社会的便益の評価が重要である。年齢層

に応じた適切な便益指標の設定が求められる。 

４． アウトカム指標の多様化 

QALY指標に加え、健康関連QOL、介護負担、

心理的便益といった多角的なアウトカム指標

の導入が望まれる。また、高齢者におけるワク

チン接種行動や受容性に関する研究も、今後

の評価において重要な要素となる。 

５． 多様な関係者による協働体制の構築 

行政機関、アカデミア、医療現場、産業界など

多様な関係者が連携し、標準化された評価手

法と公開性の高い評価プロセスを構築すること

が、日本における信頼性ある費用対効果評価

と持続可能なワクチン政策に繋がる。 

 

Ｅ．結論 

PCV20 は、既存ワクチンとの比較において、

特に 65 歳以上の高齢者集団で高い費用対効

果を示すことが多くの研究で確認された。一方

で、ワクチンの有効性や価格、小児 NIP の影

響、対象集団の前提条件により結果が変動す

る可能性もあり、個別の国・制度に即した分析

が求められる。今後は、日本の実態に即した

モデル構築と、リアルワールドデータを活用し

た政策的意思決定支援が重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし。 
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